
注視していくこ
とが重要で、各
国のエネルギー
政策やその実現
スピードは地政
学的要因や内政
状況にも影響さ
れる」とも指摘
する。同社の別
の担当者は「途
上国や新興国と
される国々は地
熱井の生産井の
試掘が自分達で
できるかなどの
技術的な課題も
あり、こうした
国々にとって地熱開発はそもそも難易
度が高いプロジェクトと言える」とも
指摘する。

　地熱井掘削の難しさや政治的状況な
ど地熱開発の様々な課題も存在する
中で、丸紅が手掛けてきた地熱発電
の実績における最近の事例として、
インドネシアでは新たなIPP事業のラ
ンタウ・デダップ(Rantau Dedap)地熱
発電プロジェクトに出資参画してお
り、現在建設が進められている。出
力９万8,400kWで発電所は2020年中
の完工を予定している。この事業に
は日本企業として丸紅のほか、東北電
力も出資している。両社のほかフラ
ンスのENGIE Ｓ.Ａ.、また現地のＰＴ. 

　丸紅では地熱発電も含めた海外での
発電分野のEPC契約実績が、2019年
９月30日時点で累計11万2,444MWに
達する。またIPP事業も海外18カ国44
案件において、持分発電容量ベースで
１万1,031MWの発電事業運営に携わ
る。同社は発電容量における再生可能
エネルギーの割合を2018年９月時点
の約10％から2023年に約20％へ高め
ることを目標に掲げ、電力事業のグ
ローバルプレーヤーとして再生可能エ
ネルギー事業の展開により発電ポート
フォリオからの温室効果ガス排出削減
を推進する。

  国連のSDGsやESGに関わる取り組み
を企業などに求める声、またパリ協定
のもと温暖化対策を各国が推進するこ
とへの要請の高まり、さらに経済成長
や人口増による様々な国での電力需要
拡大から、世界各地では地熱発電を含
む再生可能エネルギー発電所の建設プ
ロジェクトが進められている。
　地熱発電所建設のEPC業務に対する
引き合い、また近年の世界の地熱開発
のペースなどについて、総合商社とし
て各国で地熱発電事業を展開してい
る丸紅は現状をどうとらえているか。
丸紅 電力戦略企画室長の丸尾寿宏氏
は、地熱開発のペースは近年において
もこれまでと比べてもあまり変化がな
いと話す｡「EPC事業の取組みは我々
側だけでコントロールできることで
はなく、各国の電力需要や電力計画を

Supreme Energyと共同出資するＰＴ. 
Supreme Energy Rantau Dedap社を通
じプロジェクトは進められている。
インドネシアでは同国の国家エネル
ギー計画で、2025年までに再生可能
エネルギーが占める発電容量の割合を
23％へ引き上げることが目標として
掲げられている。

　インドネシアは世界第２位となる約
２万7,000MW～２万9,000MW規模
の地熱資源量のポテンシャルを持つと
され、丸紅のほか総合商社などを含め
日本企業が同国で地熱EPCやIPP事業
に関与している。丸紅でも駐在員が複
数名同国に滞在しているが、一方で丸
尾氏は自社のEPC・IPP事業の戦略に



ついて「特定の国に特化するというわ
けではなく、世界各地で地域的なバラ
ンスも重視したポートフォリオにもと
づき事業を展開している」とも解説す
る。世界で地熱資源が豊富なエリアと
して中南米も一般的に挙げられるが、
丸紅ではすでにコスタリカでも地熱発
電のIPP事業を手掛けた実績がある。
同社の担当者は、中南米での地熱発電
を含むIPP事業推進には、各国の政治
的な安定性がより高まることなどが必
要と課題も指摘するが、こうした中で
担当者はコスタリカでの実績を得られ
た要因を「ラテン地域での従来からの
EPC事業の実績や、当時フィリピンの
地熱IPP事業で協業実績のあった米国
パートナー企業と協業したこと」と
説明する。丸紅は発電所のEPC・IPP
事業展開に加え、例えば地熱発電所で
使用される主要機器以外の冷却塔など
の補機類の納入を担当するケースもあ
る｡「丸紅は日本の総合商社の中でも
地熱発電分野の事業を海外向けに早期
に手掛けた企業。日本のタービンメー
カーが製品の海外輸出を始めた時期か
らフィリピンを中心に地熱発電の事業
や建設業務に携わってきた」とも丸紅
の担当者は説明する。
　さらにこれら国外での取り組みのほ
か、丸紅は、国内での地熱発電案件の実
施も検討している。丸尾氏は「日本政府
も初期開発を支援するとしており、そう
した方針にも従いながら当社でも検討を
行っていく。多くの地熱発電事業に適し

ているとされる地域となる国立・国定公
園、温泉地域や地元の自治体との調整な
ど地域の方々との対話も行い取り組みを
進めたい」と語る。

　また丸紅では2018年にケニアでオ
ルカリアⅠ地熱発電所６号機建設案
件(７万kW)の建設契約をフルターン
キーで受注した。発電所は2021年の
完工予定。この案件は丸紅にとって初
のアフリカでの地熱EPC請負案件とな
る。丸尾氏は「ケニアには駐在員もお
り、同国を戦略的市場の１つと位置づ
け後続案件の受注に注力する。今回の
受注を契機にケニア国内でのEPC案件
およびIPP事業案件受注に繋げたい。
アフリカ市場ではケニアを含む東アフ
リカ、サブサハラ地域での地熱発電案
件や再生可能エネルギー発電案件へ取
り組んでいる」と話す。同国のエネル
ギー省は「ケニア・ビジョン2030」
で2030年までに地熱発電の設備容量
を5,000MWまで引き上げることを計
画している。同国では電力のピーク需
要が近年５％台で増加している。

　丸紅では、100％子会社である丸紅
パワーシステムズを海外EPC案件の受
注、設計、機器調達、建設、試運転、
引渡しまでを包括する電カEPC事業の

中核の存在と位置付ける。同社は多く
の技術者をスタッフとして確保し、例
えば設計事務所や大手重電機メーカー
などで勤務していた経験のある人材を
登用している。同社は日本のほか３年
ほど前からバンコクにも現地法人の丸
紅パワーシステムズ タイランドを構
える。
　同社はコスト競争力、立地など、丸
紅の電力EPC事業の戦略における様々
な面で重要な拠点となっている。日本
とタイの現地法人で総勢120～30名程
度のうち丸紅パワーシステムズ タイ
ランドではスタッフの大半となる50
名程度がエンジニアとして在籍してい
るという。スタッフは例えばインド系
や韓国の出身者など国籍が多様とも担
当者は語る｡「足許のタイはもとより
東アジアから南西アジアはEPC案件の
有望な市場となる地域。こうした地域
への交通アクセス面でのメリットのほ
か拠点となる現地法人を通じ得られる
情報がある」と丸尾氏は説明する。日
本からタイへ指示も行い、丸紅パワー
システムズが自社のプラント設計に応
じた機器調達などを行える体制を整え
EPC事業の競争力向上を図っている｡
「協業するメーカーの持つ技術力だけ
に任せるのではなく、自分達において
も何をすべきかを考えて事業に取り組
んでいる」と丸尾氏は話す。さらに丸
尾氏は「IPP事業に携わり実績や苦労
も積み上げてきた中で、地熱発電を含
む発電所の保守・運営に関する様々な
ノウハウも当社は持っている。こうし
たことがEPC事業、また発電所のＯ＆
Ｍ契約者としてもお客さまから評価を
受けている」と付け加える。


